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ＪＲに集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 
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２０２３年２月７日 日本鉄道労働組合連合会 

第 35 回中央委員会 

２月１日、ＪＲ連合はホテルアソシア豊橋において、第 35回中

央委員会を開催し、２０２３春季生活闘争方針を含む当面する活

動方針について意思統一を図った。 

３年ぶりに傍聴も含めた全ての参加者が会場に参集した本委員

会の冒頭、荻山市朗会長は、これまでＪＲ連合が訴えてきた「感

染防止対策と社会・経済活動の両立」が政府方針として堅持され、

そのことが人流の回復につながっていることに触れ、明るい兆し

がようやく見え始めたと述べた。 

そうした中で迎える２０２３春季生活闘争については、ＪＲ上

場４社の長期債務がコロナ禍前の６兆円から約３年で 8.3 兆円に

拡大するなど、経営体力が大きく低下している中ではあるが、離

職増加や物価高騰などの課題を解決するためにも、組合員と家族

に安心と希望を取り戻す機会としなければならず、従来の「支払い能力論」による目先の議論にと

どまることなく、私たちが目指す賃金水準などを中長期的な視点から議論することを要請した。そ

のうえで、連合方針に基づき、月例賃金２％相当の定昇完全実施に加え、賃金をはじめとする労働

諸条件の改善原資として３％相当分を求め、うち 3,000 円を目安に純ベアを要求する方針を本委員

会で確認し、要求実現へ組織をあげて「ＯＮＥ ＴＥＡＭ」で臨もうと檄を発した。 

また、本委員会には来賓として交運共済の松岡裕次理事長にお越しいただき、挨拶の中で松岡理

事長は、こくみん共済 coop への 100％契約移転に向け、引き続き取り組みへの協力を要請した。 

その後、宮野勇馬企画局長より、安全確立に向けた取り組み、コロナ禍による社会・環境変化へ

の対応、２０２３春季生活闘争方針、「ＪＲ連合ビジョン」の実践を通じた組織強化・拡大の取り組

み、統一地方選挙への対応を含むＪＲ産業の発展に向けた政治・政策の取り組み、中期労働政策ビ

ジョンの検証と新たな目標の策定に向けた取り組み等の方針を提起した。 

続いて、森安祐貴産業政策局長は、鉄道運輸機構労働組合（鉄構労）とともに

策定した新たな提言「地域活性・発展の礎となる鉄道網の構築を目指して 

～高速鉄道・新幹線ネットワークの構築と計画推進に係る政策提言～」を提起

し、高速鉄道・新幹線ネットワークの重要性・必要性について、本提言を基に、

今後関係各所へ訴えていく方針を確認した。 

質疑では 10 名の中央委員らから、春季生活闘争勝利に向けた決意や、安全確立に向けた課題、コ

ロナ禍における職場の課題、グループ労組の現状、男女平等参画の推進に向けた課題、政治・政策

活動の重要性、ＪＲ連合への総結集に向けた取り組みの推進等について発言があった。 

執行部による中間答弁の後、総括答弁に立った政所大祐事務局長は、「よう

やく光が見えてきたＪＲ産業だが、まだ足元がおぼつかない部分もある。私た

ちの危機的な現状を正確に世の中へ発信していくことが重要。労働組合の強み

を生かして横断的な情報共有を行い、働く者の考えや感情を正確かつタイムリ

ーに会社と共有し対応していくことが、ＪＲ産業をより発展させていくことに

つながる。ともに頑張ろう！」と熱く訴えかけた。 

各議案は、これら答弁も含めて満場一致の承認を受けた。今次春季生活闘争は、好調な他産業と

比べて厳しい闘いになることが予想されるが、ＪＲ連合は一致団結して勝利に向け邁進していく。 
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